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地域特性
・地熱発電設備 ： 全国の約4割
・離島発電設備 ： 全国の約6割（水力、風力を含む）

凡例
水力発電所（5万kW以上）

揚水発電所（純揚水発電所）

火力発電所

原子力発電所

地熱発電所

内燃力発電所

主要変電所、開閉所

50万V送電線

22万V送電線

他社設備

発電所の数値は
出力（kW）を示す

口之島150

平島110

中之島200

諏訪之瀬島160

悪石島110

小宝島110

古仁屋4,750

新徳之島21,000

亀津7,500

与論2,210

平土野2,000

新知名19,100

新与論5,600

喜界2,100

喜界島
新喜界8,100

宝島200

竜郷60,000
名瀬21,000

ト
カ
ラ
列
島

奄美大島

奄
美
群
島

徳之島

沖永良部島

与論島

主要事業所

至中国電力

門司

苅田
西谷

到津小呂島290

新壱岐24,000厳原8,600

佐須奈5,100

豊玉42,000

芦辺16,500

玄海原子力3,478,000 唐津
875,000

槻田
若松

北九州

筑豊

上津役
古賀
東福岡

住吉
赤坂
西福岡

苅田735,000

豊前1,000,000

新小倉
1,800,000

壱
岐

対
馬

松浦700,000

西九州

北長崎松島

長崎

諫早

宇久3,000

新有川60,000

東佐世保 武雄

天山600,000

柳又63,800

松原50,600
八丁原110,000

八丁原バイナリー2,000

塚原63,090

大淀川第二71,300

大霧30,000

川内原子力
1,780,000

甑島第一9,750

甑島第二
1,200

黒島240
竹島190

硫黄島300

口永良部島400

新種子島24,000

種子島第一18,000

山川30,000

諸塚50,000

岩屋戸
51,100

大平500,000苓北1,400,000

上椎葉
90,000

大岳
12,500

福江第二
21,000

相浦
875,000

脊振唐津

北佐賀

山家
豊前

中央

鳥栖
久留米

木佐木
日田

熊本

新日向

柏田

都城

宮崎

大隅

南宮崎
霧島

新鹿児島

鹿児島

川内

南九州

高野

人吉

中九州

八代

南熊本
緑川

三池

滝上25,000

速見

西大分
東大分

東九州

北熊本

海崎

大分

大分500,000

新大分2,295,000

屋
久
島

種
子
島

南福岡

川内1,000,000

出水
一ツ瀬180,000

小丸川（2007.7 運開予定）

大淀川第一
55,500

国際動向 国内動向 九州電力

環境を巡る歴史と九州電力のあゆみ

1958  米国がマウナロア山（ハワイ）で大気中
  CO2濃度測定開始

1969  米国が国家環境政策法（NEPA）制定

1971  ラムサール条約（水鳥保護のための湿地保全）
1972  ローマクラブ「成長の限界」発表
1972  国連人間環境会議（ストックホルム会議）
1972  ロンドン条約（廃棄物の海洋投棄防止）
1972  国連環境計画（UNEP）設立
1973  ワシントン条約（野生生物取引規制）

1985  オゾン層保護に関するウィーン条約
1987  オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
1988  気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設置

1989  有害廃棄物の越境移動と処分の規制に関する
　　　  バーゼル条約

1990  IPCC第1次評価報告書発表

1992  気候変動枠組条約
1992  生物多様性条約
1992  環境と開発に関する国連会議
  （地球サミット：リオデジャネイロ）

1995  気候変動枠組条約第1回締約国会議
  （COP1：ベルリン）
1995  IPCC第2次評価報告書発表
1996  COP2（ジュネーブ）
1996  環境マネジメントシステム規格
  （ISO14001）発行
1997  COP3（京都議定書採択：京都）
1998  COP4（ブエノスアイレス）

1999  COP5（ボン）

2000  世界銀行炭素基金運用開始
2000  COP6（ハーグ）

2001  IPCC第3次評価報告書発表
2001  COP6再開会合（ボン）
2001  COP7（マラケシュ）
2002  持続可能な開発に関する世界首脳会議
  （ヨハネスブルグ）
2002  COP8（ニューデリー）

2003  COP9（ミラノ）

2004  COP10（ブエノスアイレス）

2005  京都議定書発効
2005  COP11及びCOP/MOP1（モントリオール）

2006  クリーン開発と気候に関するアジア太平洋
  パートナーシップ第1回閣僚会合（シドニー）
2006  COP12及びCOP/MOP2（ナイロビ）

1967  公害対策基本法公布
1968  大気汚染防止法、騒音規制法公布

1970  公害国会で14法が制定、改正（廃棄物処理など）
1971  環境庁設置
1972  四日市公害訴訟判決

1973  環境庁が環境週間を開始
  （1991年から環境月間）
1973  工場立地法改正（緑化等が義務化）
1973  公害健康被害補償法公布
1974  硫黄酸化物に係る総量規制導入

1977  通産省が発電所の環境アセス強化

1979  省エネルギー法公布

1981  窒素酸化物に係る総量規制導入

1988  オゾン層の保護に関する法律公布

1990  政府が地球温暖化防止行動計画策定
1991  リサイクル法公布
1991  経団連地球環境憲章を制定
1992  通産省が各業界に環境に関するボランタリー 
　　　　プラン策定を要請

1993  環境基本法公布
1994  環境基本法計画告示
1995  容器包装リサイクル法公布

1996  電気事業における環境行動計画策定
1997  経団連環境自主行動計画公表
1997  環境影響評価法公布
1997  地球温暖化対策推進本部設置
1998  省エネルギー法改正
1998  地球温暖化対策推進大綱策定
1998  地球温暖化対策推進法公布
1999  化学物質管理促進法（PRTR法）公布
1999  ダイオキシン類対策特別措置法公布
2000  グリーン購入法公布
2000  循環型社会形成推進基本法公布
2000  新環境基本計画告示
2001  省庁再編に伴い環境省発足
2001  PCB処理特別措置法公布
2001  フロン回収破壊法公布
2002  省エネルギー法改正
2002  地球温暖化対策推進大綱改正
2002  地球温暖化対策推進法改正
2002  新エネルギー特別措置法（RPS法）公布
2002  京都議定書批准
2002  土壌汚染対策法公布
2003  循環型社会形成推進基本計画告示
2003  「環境立国宣言～環境と両立した企業経営と
  環境ビジネスのあり方～」を公表（経済産業省）
2004  「環境と経済の好循環ビジョン～健やかで
  美しく豊かな環境先進国へ向けて～」を
  公表（環境省）
2004  環境配慮活動促進法公布

2005  京都議定書目標達成計画閣議決定
2005  地球温暖化対策推進法改正
2005  省エネルギー法改正

2006  石綿による健康被害の救済に関する法律公布
2006  フロン回収破壊法改正
2006  容器包装リサイクル法改正

1951  九州電力発足
1957  超高圧送電線の中央幹線昇圧工事完了

1967  大岳発電所が運転開始
  （事業用地熱発電として国内初）
1969  公害防止協定を締結（苅田発電所）

1971  集合高煙突を採用（新小倉発電所）
1972  電気集じん器を採用（苅田発電所）
1972  総合排水処理装置を採用（苅田発電所）

1973  立地環境本部と環境部を設置
1973  初めての環境アセスメント資料を国及び
  福岡県に提出（豊前発電所）

1974  排煙脱硫装置を採用（苅田発電所）
1975  原子力発電が運転開始（玄海原子力発電所）
1977  LNG発電が運転開始（新小倉発電所）
1978  環境週間行事を開始（1992年から環境月間）
1978  排煙脱硝装置を採用（新小倉発電所）

1980  50万V送電線運用開始（佐賀幹線昇圧）

1982  「九州エネルギー館」開館
1983  海洋温度差発電の実証試験を開始（徳之島）
1986  風力発電の実証試験を開始（沖永良部島）
1987  太陽光発電の実証試験を開始（苅田発電所）
1988  電力需要、最大1,000万kWを突破
1988  企業理念・シンボルマーク等を制定
1989  海外炭専焼火力が運転開始、米国出版社
  マグローヒル社の国際環境保護賞を受賞
  （松浦発電所）
1990  地球環境問題検討委員会を設置
  （2001年「環境委員会」へ改組）
1990  LNGコンバインドサイクル発電が運転開始（新大分発電所）
1992  風力、太陽光、廃棄物発電からの余剰電力購入開始
1992  環境アクションプランを策定

1994  燃料電池発電の実証試験を開始
  （新小倉発電所）

1996  環境アクションレポートを公表
1997   ISO14001認証取得
  （松浦発電所：国内電力会社で初）

1998  オフィスエコクラブ活動開始（鹿児島支店）
1998  九州電力企業行動憲章を制定

1999  新エネルギー（風力、太陽光）への費用助成開始
1999  世界銀行炭素基金（PCF）へ出資決定
2000  環境影響評価法施行後、初めての環境影響評価書
　　　　を通産省に届け出（松浦発電所2号機）
2000  玄海エネルギーパークオープン
2000  グリーン電力制度の導入
2001  九州電力環境憲章を制定
2001  九州電力環境顧問会を設置
2001  九州ふるさとの森づくり（10年間で100万本植樹）を開始
2001  加圧流動床複合発電（PFBC）が運転開始
  （苅田発電所）
2001  グループ会社環境経営推進協議会を設置
  （2002年「グループ経営協議会 グループ
  環境経営推進部会」に改組）
2002  グリーン調達制度の導入
2002  世界銀行炭素基金（PCF）への追加出資決定
2002  九電グループ「環境理念」、「環境方針」を制定
2003  九電グループ「環境活動計画」を策定
2004  環境マネジメントシステム（EMS）の全事業所での構築完了
2004  環境活動シンボルマークを制定
2004  エコリーフ環境ラベルの認証を取得
2004  日本温暖化ガス削減基金へ出資決定
2005  九州電力グループ行動憲章を制定
2005  FSCの森林管理認証を取得
2005  CSR推進会議を設置
2005  九州エネルギー館来館者500万人達成
2006  八丁原バイナリー事業用運転開始（RPS法認定設備）
2006  玄海エネルギーパーク来館者200万人達成
2006  第9回環境報告書賞最優秀賞を受賞
2006  「九州電力CSR報告書」発行開始

電話番号 休館日開館時間住　所名　称

〒810-0022 福岡市中央区薬院4-13-55

〒847-1441 佐賀県東松浦郡玄海町今村字浅湖4112-1

〒849-3101 佐賀県唐津市厳木町天川1327

〒869-6104 熊本県八代市坂本町鮎帰に1196-2

〒881-1123 宮崎県西都市大字中尾字的場509-12

〒879-4912 大分県玖珠郡九重町大字湯坪字八丁原601

〒895-0132 鹿児島県薩摩川内市久見崎町字小平1758-1

〒895-0024 鹿児島県薩摩川内市鳥追町1-1

〒897-1301 鹿児島県南さつま市笠沙町字野間池 　

〒891-0515 鹿児島県指宿市山川小川2303

午前  9時～午後5時

午前  9時～午後5時

午前10時～午後4時

午前  9時～午後4時

午前  9時～午後5時

午前  9時～午後5時

午前  9時～午後5時

午前10時～午後7時

午前  9時～午後5時

午前  9時～午後5時

毎週月曜日（但し祝日の場合はその翌日）と年末年始（12月29日～1月2日）

毎月第3月曜日（但し第3月曜日が祝日の場合はその翌日）と年末年始（12月29日～1月2日）

年末年始（12月29日～1月3日）、地下発電所は土・日・祝日は見学できません

年末年始（12月29日～1月3日）及び定期修理期間（不定）

毎週月曜日及び年末年始（12月29日～1月3日）

年末年始（12月29日～1月3日）

年末年始（12月29日～1月1日）

年末年始（12月29日～1月1日）

年末年始（12月29日～1月3日）

年末年始（12月29日～1月3日）

092-522-2333

0955-52-6409

0955-65-2266

0965-45-2761

0985-24-2140

0973-79-2853

0996-27-3506

0996-23-2131

0993-59-5522

0993-35-3326

九 州 エ ネ ル ギ ー 館

玄海エネルギーパーク

天 山 発 電 所 展 示 館

大 平 発 電 所 展 示 室

一ツ瀬発電所資料館

八丁原発電所展示館

川内原子力発電所展示館

きゅうでんぷらっとホール

野間岬ウィンドパーク展示館

山 川 発 電 所 展 示 室

展示施設のご案内

設 立 年 月 日
資 本 金
株 主 数
供 給 区 域

売 上 高
総 資 産 額
従 業 員 数
供 給 設 備
水 力 発 電 所

火 力 発 電 所

地 熱 発 電 所

内燃力発電所
（ ガ ス タ ー ビ ン 含 む ）

原 子力発電所

そ の 他

自 社 計

他 社 計

発電設備合計

変 電 所

送電線路こう長

配電線路こう長

お 客 さ ま 数
電 灯

電 力

計

1951年5月1日

2,373億円

183,736名

福岡県、佐賀県、

長崎県、大分県、

熊本県、宮崎県、

鹿児島県

13,330億円

37,901億円

12,670名

139か所

10か所 

6か所 

35か所 

2か所 

2か所 

194か所 

46か所 

240か所 

577か所 

9,849km 

133,990km

738万口 

104万口 

842万口

 237.8 万kW 

 1,118.0 万kW

 21.0 万kW

 38.9万kW

 525.8 万kW

 0.3 万kW

 1,941.7 万kW

 297.1 万kW

 2,238.9 万kW

　 6,816 万kVA

電話番号 ホームページ住　所

092－761－3031

093－531－1180

092－761－6381

0952－33－1123

095－864－1810

097－536－4130

096－386－2200

0985－24－2140

099－253－1120

03－3281－4931

092－541－3090

http://www.kyuden.co.jp/

http://kitakyushu.kyuden.co.jp/

http://fukuoka.kyuden.co.jp/

http://saga.kyuden.co.jp/

http://nagasaki.kyuden.co.jp/

http://ooita.kyuden.co.jp/

http://kumamoto.kyuden.co.jp/

http://miyazaki.kyuden.co.jp/

http://kagoshima.kyuden.co.jp/

　　　　　　　――

　　　　　　　――

〒810－8720 福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号

〒802－8521 北九州市小倉北区米町二丁目3番1号

〒810－0004 福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号

〒840－0804 佐賀市神野東二丁目3番6号

〒852－8509 長崎市城山町3番19号

〒870－0026 大分市金池町二丁目3番4号

〒862－0951 熊本市上水前寺一丁目6番36号

〒880－8544 宮崎市橘通西四丁目2番23号

〒890－8558 鹿児島市与次郎二丁目6番16号

〒100－0006 東京都千代田区有楽町一丁目7番1号

〒815－8520 福岡市南区塩原二丁目1番47号

本 店

北 九 州 支 店

福 岡 支 店

佐 賀 支 店

長 崎 支 店

大 分 支 店

熊 本 支 店

宮 崎 支 店

鹿 児 島 支 店

東 京 支 社

総 合 研 究 所

会社概要（2006年度末現在）

（注）供給設備の数値については、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（宮崎支店広報グループ）


